
                 

 

平成２８年３月１０日 

物流審議官部門物流政策課 

 

 

「災害に強い物流システムの構築」に向けた 

主な取組の進捗状況の公表について 

～関係者が連携した支援物資物流システムの構築に向けて～ 

 

 

 

 

 
 

 

 

国土交通省においては、東日本大震災を踏まえて、地域ブロック毎に地方自治体、関係省庁、有識

者、物流事業者、事業者団体等の関係者からなる協議会や、支援物資物流についてより現場レベルで

検討することを目的とした関係機関の担当者等による「作業部会、連絡会」等を都道府県単位で開催

し、「災害に強い物流システムの構築」に関する取組を推進してきたところです。 

今般、東日本大震災より 5 年を経過することを踏まえ、支援物資の広域的な受入拠点としての活用

を想定する民間営業倉庫等の施設となる民間物資拠点及び都道府県と物流事業者団体との災害時の

協力協定の締結状況の推移についてホームページに掲載しましたので、お知らせします。 

なお、上記の取組の他、地方自治体及び物流事業者の災害担当職員等を対象とした「災害物流研修」

の実施や、多様な輸送手段を活用した支援物資物流システムの構築に向けた検討等の取組を行ってお

ります。 

 

○ 「災害に強い物流システムの構築」掲載 HP アドレス 

 

 URL: http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/seisakutokatsu_freight_tk1_000010.html 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

国土交通省 物流審議官部門 物流政策課  内田、島田、内藤 

代 表：０３－５２５３－８１１１（内線：２５－３０２・３４３・３２４） 

直 通：０３－５２５３－８２９６ FAX：０３－５２５３－１５５９ 

 

 

国土交通省では、東日本大震災を踏まえて、支援物資輸送のための民間物資拠点のリ

ストアップや災害時の輸送等の協力協定の締結促進に取り組んで参りました。 

これにより、東日本大震災から５年間で、民間物資拠点：０→１，２５４施設、輸送

協力協定：３８→４７件、保管協定：９→３４件、物流専門家派遣協定：１８→６１件

となりました。 


